
作成日 年 月 日

１．施策の目的と指標

２．基本事業の目的と指標

３．施策の役割分担と状況変化

４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□  近隣他市と比べてかなり高い水準である。

■  近隣他市と比べてどちらかと言えば高い水準である。

□  近隣他市と比べてほぼ同水準である。

□  近隣他市と比べてどちらかと言えば低い水準である。

□  近隣他市と比べてかなり低い水準である。
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Ⅱ 環境に配慮した安全・快適な生活環境づくり
　　 《定住環境》

平成 25 年度施策マネジメントシート１（平成24年度実績の評価）
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Ａ）公共交通機関で安全で便利な移動ができれば、市民満足度は向上するはずだと考えた。
Ｂ）Ｃ）Ｄ）公共交通機関で安全で便利な移動ができれば、公共交通機関の利用者は増加するはずだと考えた。
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成果指標設定の考え方
（成果指標設定の理由）

成果指標の測定企画
（実績値の把握方法）

目標設定とその根拠
（基本計画策定時）

公共交通機関を使って
日常生活で安全・便利に移
動ができるようにする。

①対象（誰、何を対象としているのか）

②意図（どのような状態にするのか）
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２２年度

A)公共交通ネットワークに満足している市民の割合は、過去の実績値も勘案し、現状から向上を図り40%の水準に達することを目指す。　B)市民
バス利用者は、H21年度は新型インフルエンザの影響での大きな減少が見られるが、成行値は、H20年度以前と同様の減少傾向になると予測
する。目標値は市民バスの利用促進策により減少に歯止めをかけ現状維持とする。　C)民間路線バス利用者数は、近年かなり減少してきてお
り、成行値は現状値で下げ止まると予測する。また、民間バスの利用促進策は難しいことから、目標値は成行値と同値とする。　D)JR木次線の
平均乗車数は近年の減少傾向であり、成行値も減少傾向とする。目標値は市民バスとJR木次線のダイヤ調整などにより、JRの利便性も確保し
ていき現状値の維持とする。

実績

２６年度

Ｄ JR木次線の１日平均乗車人員

Ａ）市民アンケート調査で把握「あなたは、雲南市の公共交通機関（バス・ＪＲ）に満足していますか？」　Ｂ）Ｃ）Ｄ）地域振興課
で把握

２３年度 ２４年度区分 ２１年度

目標

単位 ２５年度

28,767
92,079・804

27,347
90,927・779

公共交通機
関利用者

意図
利便性の高い公共交通機関

を利用できるようにする。

成果指標
市民バス使用料収入、民間

路線バス利用者、ＪＲ木次線

の１日平均乗車人員

公共交通機
関利用者

実績
多様な交通サー
ビスを受ける。

公共交通機関を便利だと感

じる市民の割合 ％ 34.7

実績

27.4 33.7 30.3

実績

実績

背
景
・
要
因

○デマンド型運行を先駆的に導入しており、また、過疎地有償運送を実施
している自治体は、県内では少数である。
こうしたことから、利用者ニーズに合った運行形態の導入に取り組んでお
り、他の自治体に比べると比較的水準が高いと判断した。
○市民バス再編計画を順次実行し、より利用者ニーズにあった運行形態
を取り入れつつある。

　他団体との比較（近隣市町、県・国の平均と比べた成果水準）

②
状
況
変
化

Ａ）施策を取り巻く状況（対象や根拠法令、社会情勢等）は、
今後どのように変化するか？（本年度を見越して）

Ｂ）この施策に対して、住民（対象者、納税者、関係者）、議会
からどんな意見や要望が寄せられているか？

○高齢化の進展や自動車運転免許自主返納などにより公共交通への依存度はより
進むと予測される。○学校の統廃合により、スクールバスの路線数増加が予測され
る。 ○国の事業者への補助金制度の見直しにより、路線存続のためには市の更な
る支援が必要となることが予測される。○高速バス路線変更に伴い、競合路線が無
くなったことから、市民バスの料金体系の見直しを検討する。　○公共交通再編計
画に基づき、順次実行に移していく必要がある。

○議会から市民バスの乗車率の向上、利用料金の見直し、再編計
画の早期実行など、効率的な運行を求められている。○バス車両
のバリアフリー化（低床化、電光掲示板、車内放送など）が求められ
ている。○デマンド型運行の拡大を求められている。

①
役
割
分
担

住民（事業所、地域、団体）の役割 行政（市、県、国）の役割

●公共交通を積極的に利用する。
●乗車時のマナー向上に努める。
●駅舎及びバス停等の美化に努める。
●事業者は、公共交通サービスの向上に努める。

●高齢者、障がい者や児童、生徒等の交通手段を確保する。
●公共交通機関同士の接続に配慮したＪＲや市民バスのダイヤ改
正及び路線やルートの見直しを行い、利便性の向上を図る。
●運行形態の検討・見直しにより、効率的な運行を図る。
●ノーマイカーデーの実施など、利用促進を図る。
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４．施策の成果水準の分析と背景・要因の考察

□成果がかなり向上した
□成果がどちらかと言えば向上した
■成果はほとんど変わらない（横ばい状態）
□成果がどちらかと言えば低下した
□成果がかなり低下した

５．施策の振り返り評価

□目標値より高い実績だった

□目標値どおりの実績値だった

■目標値より低い実績値だった

６．今後の課題と次年度の方針（案）

７．政策評価会議での指摘事項

　施策の目標達成度　（前年度の成果指標値に対する実績値の達成度）

　時系列での比較（成果水準の推移）

背
景
・
要
因

○市内すべての公共交通利用者数（市民バス、民間バス、JR含む）は、
年々減少傾向にあり、見込み数値より約11万人下回る状況である。
○市民バス利用者数、市民バス使用料収入とも減少していることから、ス
クール利用のみならず、一般利用者も減少していると考えられる。
○児童・生徒数の減少に伴い、公共交通利用者数（市民バス、民間バ
ス、JR含む）は下がったものの、満足度はほぼ横ばいとなった。

取り組んだ事務事業の総括　（事務事業貢献度評価：貢献した事務事業、課題が残った事務事業）

○多様な利用ニーズに合った運行形態（デマンド型運行）にしていく。
○スクール混乗型と専用型について、利便性、経費負担等の総合的
見地から検討を進める。
○高齢者や障がい者にも乗降しやすいように手すりの設置や段差の
少ない車両及び車イス対応など、車両の更新時に配慮していく。

交通体系の充実・強
化

次年度の方針（案）

① 交通体系の充実・強化

平成25年度施策マネジメントシート２（平成24年度実績の評価）

⑤

・高齢者・福祉利用者に対して、タクシー利用の市民バス優待回数券の補助制度及び75歳以上の免許返納者に対して無
料交付制度を設けた。今後、制度の検証を行う。
・老朽化に伴い市民バスを１台更新した。今後も年次的に更新及び車両の小型化への見直しが必要である。

背
景
・
要
因

○民間路線バス利用者数のみ目標値を上回り、その他公共交通市民満足度、市民バス利用
者数、JR木次線の1日平均乗車人員いずれも下回った。
○要因は、運行本数、バス停までの距離、乗り換えの難しさ、料金体系などが考えられる。
○とくに掛合地域において市民満足度が3割を切ったが、広域バス吉田大東線を利用する際
の料金体系に起因する要素があると考えられる。

・市民バス再編計画に基づき、ダイヤ改正（Ｈ２５～）や新たに2地区（海潮・鍋山地区）でデマンドバスの運行を開始した。

④

《9 公共交通ネットワークの整備》

・特になし

基本事業

②

③

○市民バス再編計画の実施にあたっては、利用者にわかりや
すい情報提供を行っていく。
○ＪＲ等と連携し公共交通ネットワークの利便性を高め、利用
促進を図っていく。
○料金体系をＨ25年度中に見直し、Ｈ26年度から改正する。

施　　　策

②

①

○利用者数の減少や利用者ニーズの変化に応じた
持続可能な公共交通体系を維持していく必要があ
る。

多様な交通サービス
の提供

○少子高齢化により、市民バスの多様な利用ニーズに対
応する必要がある。（バス停までの移動が困難、免許返納
者の増加、学校統廃合など）
○市民利用とスクール利用には利用ニーズに違いがある
ため、調整が必要である。

今後の課題

多様な交通サービスの
提供

○市民バス再編計画に盛り込んだスケジュールに
沿った、事業展開が必要である。
○料金体系の見直しが必要である。

○市民バス再編計画に基づき、利用者数の減少や利
用者ニーズの変化に応じた持続可能な公共交通体系
を維持していく。

区　分

④

基
本
事
業

⑤

③
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